別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成２５年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　　　項：保健予防費　　　目：精神保健費
	事業名:自殺予防緊急対策事業費＜岐阜県地域自殺対策緊急強化基金事業＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　健康福祉部　保健医療課　精神保健福祉係　電話番号：058-272-1111（内2544）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：　83,078千円（前年度予算額：99,967千円）

	要求内容


	１　要求の内容


平成21年3月に策定した岐阜県自殺総合対策行動計画等に基づき、総合的かつ継続的に自殺予防対策を推進する。

事業推進にあたり、自殺との関連が高い「うつ」の早期発見、早期治療等につなげるため、周囲の家族や同僚、友人による「気づき」、「傾聴」、「つなぎ」、「見守り」に繋げる啓発を実施する。

また、うつ病に対する医療等の支援体制の強化を図るため、精神科医と一般かかりつけ医の連携強化を図る。
（1） 対面型相談支援事業　

・専門家による包括支援相談の実施などによる相談支援　　　

（2） 電話相談支援事業

・薬物電話相談等の実施による相談支援

（3） 人材養成事業

・こころの悩みを傾聴できる相談員等を養成。
（4） 普及啓発事業

・新聞やラジオを通じて、うつ病のサインや周囲からの「気付き」の大切さを啓発。
（5） 強化モデル事業
・未遂者対策等の強化モデル事業を実施及び精神科医と一般かかりつけ医の連携強化のための会議を実施。
（6） 市町村や民間団体が実施する自殺予防の取り組みに対する助成等

入れる
	２　所要経費


（１）対面型相談支援事業（24,658千円）
（２）電話相談支援事業（2,310千円）

（３）人材養成事業（22,899千円）

（４）普及啓発事業（6,637千円）
（５）強化モデル事業（4,260千円）
（６）市町村が実施する自殺予防の取り組みに対する助成等（22,314千円）
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	99,967
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	99,967

	要求額
	83,078
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	83,078

	決定額
	83,078
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	83,078


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　平成２５年までに自殺者数を４２０人以下にする（平成１７年の自殺死亡率の２０％減少に相当）。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	自殺死亡者数

（人口動態統計）
	４６６人
（H20）
	４７６人

（H 21）
	４２６人

（H 22）
	４６０人

（H 23）
	４２０人

（H 25）
	110％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取り組み）

	・平成24年7月30日　自殺総合対策連絡会議（24名参加）の実施

・県下５圏域で弁護士と臨床心理士による包括支援相談の実施
・こころの見守り隊（ｹﾞｰﾄｷｰﾊﾟｰ）養成講座及びスキルアップ講座を順次実施

・保健所においてかかりつけ医と精神科医の連携強化のための会議を順次実施

・市町村での自殺予防対策の取り組みへの補助　　　　　　　　　　　　　等


（平成24年度の成果）

	・平成21年7月に地域自殺対策緊急強化基金を造成し、4ヵ年（平成21～24年度）の事業費を確保し集中的かつ緊急的に実施したことにより、保健・医療・福祉・教育・労働・警察・民間団体等の連携がより強化された。

・地域自殺対策緊急強化基金造成前には、具体的な取り組みのなかった市町村も、平成２４年度には３９市町村が基金を活用した事業を展開するまでになった。

・警察庁統計（速報値）で、平成24年の全国の自殺者数が3万人を切り、岐阜県でも468人（前年比△10.9％）と前年を大幅に下回った。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	自殺の要因は、精神保健的な側面だけでなく、経済社会的要因も大きく関与していることから、県が主導し、関係機関の連携による総合的な事業展開が必要。



	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	自殺対策を集中的に行ってきた結果、関係機関での自殺対策の取り組みが活発になり、県民の自殺予防への関心が高まった。



	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	毎年、自殺総合対策協議会を開催し、現状と課題に即した事業展開ができている。


（今後の課題）

	・内閣府の地域自殺対策緊急強化基金が平成２５年度まで延長されたが、基金終了後の出口戦略を見据えた取り組みの構築が必要である。




（次年度の方向性）
	国は平成２４年８月に「自殺総合対策大綱」を５年ぶりに改定し、「誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現」を目指し、「今後は地域レベルの実践的な取り組みを中心とする自殺対策へと転換していく」と明記。

平成２５年度の改定する「岐阜県自殺総合対策行動計画」に関係機関の役割と方向性を明確にし、岐阜県の自殺対策の充実を図る。



